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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第53期

中間会計期間
第54期

中間会計期間
第53期

会計期間
自 2023年４月１日
至 2023年９月30日

自 2024年４月１日
至 2024年９月30日

自 2023年４月１日
至 2024年３月31日

売上高 (千円) 5,840,000 7,035,674 12,403,939

経常利益 (千円) 407,582 601,405 829,331

中間(当期)純利益 (千円) 279,054 416,377 618,917

持分法を適用した場合の
投資利益

(千円) ― ― ―

資本金 (千円) 313,700 313,700 313,700

発行済株式総数 (株) 5,564,000 5,564,000 5,564,000

純資産額 (千円) 6,301,390 6,851,629 6,641,945

総資産額 (千円) 13,905,676 13,324,463 13,383,171

１株当たり中間(当期)純利益 (円) 57.17 85.23 126.79

潜在株式調整後１株当たり
中間(当期)純利益

(円) ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― 44.00

自己資本比率 (％) 45.3 51.4 49.6

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 655,133 1,354,589 △111,958

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △83,479 △40,820 △150,625

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △440,192 △387,232 △615,440

現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高

(千円) 2,102,201 2,019,250 1,092,714
 

(注) １ 当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移について

は記載しておりません。

２ 持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。

３ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４　第53期の１株当たり配当額の内訳は、普通配当12円、特別配当32円であります。

 
２ 【事業の内容】

当中間会計期間において、当社が営む事業の内容について重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当中間会計期間において、当半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経営者が会社

の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識している主要なリス

クの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

 
２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

(1) 財政状態及び経営成績の状況

当中間会計期間における我が国経済は、物価高への懸念及びコロナ禍明けのサービス支出の回復の一巡など、個

人消費は伸び悩みましたが、企業収益は好調であり、省力化及びデジタル化に向けた設備投資は引き続き旺盛で、

インフラ整備の工事拡大など景気は緩やかに回復しております。

かかる状況下、当中間会計期間は、シャシの入庫も進み主力製品の需要は堅調に推移し、特に大型機種の販売の

増加により前年中間期比増収・増益の結果となりました。

 
業績(数値)につきましては、前中間会計期間に比べ受注高は1,213百万円減の7,079百万円(前年中間期比14.6％

減)、売上高は1,195百万円増の7,035百万円(前年中間期比20.5％増)となりました。損益につきましては、営業利

益は192百万円増の588百万円(前年中間期比48.5％増)、経常利益は193百万円増の601百万円(前年中間期比47.6％

増)、中間純利益は137百万円増の416百万円(前年中間期比49.2％増)を計上することとなりました。

 
当中間会計期間末の総資産は、前事業年度末残高に比べ58百万円減少し、13,324百万円となりました。これは主

に、現金及び預金の増加925百万円はありましたが、売上債権の減少583百万円、棚卸資産の減少222百万円、有形

固定資産の減少108百万円、無形固定資産の減少37百万円、未収還付法人税等の減少18百万円及び未収入金の減少

11百万円によるものであります。

負債は、前事業年度末残高に比べ268百万円減少し、6,472百万円となりました。これは主に、未払法人税等の増

加177百万円及び未払消費税等の増加69百万円はありましたが、借入金の減少174百万円、仕入債務の減少136百万

円、契約負債の減少106百万円、預り金の減少40百万円、未払費用の減少38百万円及び引当金の減少14百万円によ

るものであります。

純資産は、前事業年度末残高に比べ209百万円増加し、6,851百万円となりました。これは主に、剰余金の配当

214百万円はありましたが、中間純利益の計上416百万円及び自己株式の処分10百万円によるものであります。

 
(2) キャッシュ・フローの状況

営業活動の結果得られた資金は、1,354百万円(前年中間期比106.8％増)となりました。これは主に、仕入債務の

減少135百万円、契約負債の減少106百万円及び引当金の減少15百万円はありましたが、税引前中間純利益の計上

601百万円、売上債権の減少583百万円、棚卸資産の減少222百万円及び減価償却費の計上201百万円によるものであ

ります。

投資活動の結果使用した資金は、40百万円(前年中間期比51.1％減)となりました。これは主に、固定資産の取得

による支出42百万円によるものであります。

財務活動の結果使用した資金は、387百万円(前年中間期比12.0％減)となりました。これは主に、配当金の支払

額210百万円及び長期借入金の返済による支出174百万円によるものであります。

従いまして、現金及び現金同等物の当中間会計期間末残高は、前事業年度末残高に比べ926百万円増加し、2,019

百万円(前期比84.8％増)となりました。

 
(3) 研究開発活動

当中間会計期間の研究開発費の総額は55百万円であります。
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３ 【経営上の重要な契約等】

当中間会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 17,576,000

計 17,576,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
中間会計期間

末現在発行数(株)
(2024年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2024年11月11日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 5,564,000 5,564,000
東京証券取引所
スタンダード市場

単元株式数は100株
であります。

計 5,564,000 5,564,000 ― ―
 

(注)　2024年６月19日付の取締役会決議により、譲渡制限付株式報酬として2024年７月19日付で自己株式9,000株を処

分しております。

また、提出日現在の発行済株式のうち79,500株は、譲渡制限付株式報酬として自己株式を処分した際の現物出

資(金銭報酬債権96,486千円）によるものであります。

 
(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2024年９月30日 ― 5,564,000 ― 313,700 ― 356,021
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(5) 【大株主の状況】

2024年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式(自己株式を
除く。)の総数に対する
所有株式数の割合(％)

山本　琴一 高知県高知市 475 9.72

兼松エンジニアリング従業員持
株会

高知県高知市布師田3981番地７ 366 7.49

三谷　公男 高知県高知市 319 6.53

山口　隆士 高知県高知市 303 6.21

山本　吾一 高知県高知市 262 5.38

柳川　裕司 高知県高知市 197 4.05

株式会社四国銀行 高知県高知市南はりまや町１丁目１-１ 152 3.11

坂本　洋介 高知県高知市 108 2.22

三谷　仁男 大阪府東大阪市 97 1.99

佃　維男 東京都墨田区 71 1.47

計 ― 2,355 48.17
 

(注) 上記のほか当社所有の自己株式674千株があります。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2024年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式 674,500
 

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

48,813 ―
4,881,300

単元未満株式
普通株式

― ―
8,200

発行済株式総数 5,564,000 ― ―

総株主の議決権 ― 48,813 ―
 

 

② 【自己株式等】

2024年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有

株式数の割合(％)

（自己保有株式）
兼松エンジニアリング株式会社

高知県高知市布師田
3981番地7

674,500 ― 674,500 12.12

計 ― 674,500 ― 674,500 12.12
 

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当中間会計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１ 中間財務諸表の作成方法について

当社の中間財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、財務諸表等規則第１

編及び第３編の規定により第１種中間財務諸表を作成しております。 

 

２ 監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間会計期間(2024年４月１日から2024年９月30日ま

で)に係る中間財務諸表について、EY新日本有限責任監査法人による期中レビューを受けております。

 

３ 中間連結財務諸表について

当社は、子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。
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１ 【中間財務諸表】

(1) 【中間貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(2024年３月31日)
当中間会計期間
(2024年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 1,497,985 2,423,919

  受取手形及び売掛金 ※１  3,044,507 2,461,503

  商品及び製品 926,133 860,642

  仕掛品 1,853,885 1,725,248

  原材料及び貯蔵品 331,158 302,513

  その他 127,283 95,823

  貸倒引当金 △1,522 △1,230

  流動資産合計 7,779,430 7,868,418

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物（純額） 2,734,847 2,673,657

   土地 1,509,649 1,509,649

   その他（純額） 679,303 632,283

   有形固定資産合計 4,923,800 4,815,590

  無形固定資産 311,255 273,541

  投資その他の資産   

   繰延税金資産 319,964 321,257

   その他 49,347 46,282

   貸倒引当金 △627 △627

   投資その他の資産合計 368,684 366,913

  固定資産合計 5,603,741 5,456,044

 資産合計 13,383,171 13,324,463
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(2024年３月31日)
当中間会計期間
(2024年９月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 ※１  3,619,569 3,483,095

  １年内返済予定の長期借入金 349,996 349,996

  未払法人税等 18,772 196,036

  賞与引当金 277,560 265,720

  役員賞与引当金 20,120 5,060

  製品保証引当金 69,000 69,000

  その他 598,529 471,525

  流動負債合計 4,953,547 4,840,433

 固定負債   

  長期借入金 1,482,513 1,307,515

  退職給付引当金 297,565 309,752

  その他 7,600 15,133

  固定負債合計 1,787,678 1,632,400

 負債合計 6,741,225 6,472,834

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 313,700 313,700

  資本剰余金 356,021 356,021

  利益剰余金 6,796,063 6,997,432

  自己株式 △827,998 △817,123

  株主資本合計 6,637,787 6,850,030

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 4,158 1,599

  評価・換算差額等合計 4,158 1,599

 純資産合計 6,641,945 6,851,629

負債純資産合計 13,383,171 13,324,463
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(2) 【中間損益計算書】

           (単位：千円)

          前中間会計期間
(自 2023年４月１日
　至 2023年９月30日)

当中間会計期間
(自 2024年４月１日
　至 2024年９月30日)

売上高 5,840,000 7,035,674

売上原価 4,506,434 5,402,336

売上総利益 1,333,565 1,633,338

販売費及び一般管理費 ※１  937,185 ※１  1,044,568

営業利益 396,380 588,770

営業外収益   

 受取利息 10 36

 受取賃貸料 8,213 9,571

 未払配当金除斥益 3,884 5,494

 その他 2,814 2,788

 営業外収益合計 14,923 17,891

営業外費用   

 支払利息 2,493 4,049

 為替差損 556 73

 自己株式処分費用 ― 750

 株式報酬費用消滅損 655 378

 その他 15 2

 営業外費用合計 3,721 5,256

経常利益 407,582 601,405

特別利益   

 固定資産売却益 ― 18

 特別利益合計 ― 18

特別損失   

 固定資産除却損 44 0

 特別損失合計 44 0

税引前中間純利益 407,537 601,423

法人税、住民税及び事業税 89,607 185,558

法人税等調整額 38,875 △512

法人税等合計 128,483 185,046

中間純利益 279,054 416,377
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(3) 【中間キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前中間会計期間
(自 2023年４月１日
　至 2023年９月30日)

当中間会計期間
(自 2024年４月１日
　至 2024年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税引前中間純利益 407,537 601,423

 減価償却費 202,320 201,284

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △85 △291

 賞与引当金の増減額（△は減少） △90,260 △11,840

 役員賞与引当金の増減額（△は減少） △20,240 △15,060

 製品保証引当金の増減額（△は減少） 7,900 ―

 退職給付引当金の増減額（△は減少） 17,012 12,186

 受取利息及び受取配当金 △547 △630

 支払利息 2,493 4,049

 売上債権の増減額（△は増加） 170,869 583,003

 棚卸資産の増減額（△は増加） △544,677 222,772

 仕入債務の増減額（△は減少） 706,174 △135,854

 未払消費税等の増減額（△は減少） △283,216 69,329

 その他 172,255 △187,013

 小計 747,536 1,343,360

 利息及び配当金の受取額 547 630

 利息の支払額 △2,493 △4,049

 補助金の受取額 201,700 10,893

 法人税等の支払額 △292,156 △14,460

 法人税等の還付額 ― 18,215

 営業活動によるキャッシュ・フロー 655,133 1,354,589

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △58,344 △38,999

 有形固定資産の売却による収入 520 1,753

 無形固定資産の取得による支出 △24,007 △3,867

 その他 △1,647 292

 投資活動によるキャッシュ・フロー △83,479 △40,820

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 長期借入金の返済による支出 △174,998 △174,998

 リース債務の返済による支出 ― △538

 自己株式の取得による支出 ― △24

 自己株式の処分による支出 ― △750

 配当金の支払額 △265,194 △210,921

 財務活動によるキャッシュ・フロー △440,192 △387,232

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 131,461 926,536

現金及び現金同等物の期首残高 1,970,739 1,092,714

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※１  2,102,201 ※１  2,019,250
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【注記事項】

(中間貸借対照表関係)

※１ 中間会計期間末日満期手形等の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理しております。

なお、前事業年度末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形等を満期日に決済が行われたものと

して処理しております。

 

 
前事業年度

(2024年３月31日)
当中間会計期間
(2024年９月30日)

受取手形及び売掛金 9,754千円 ―

支払手形及び買掛金 680,401千円 ―
 

 

(中間損益計算書関係)

※１  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 

 
前中間会計期間

(自 2023年４月１日
至 2023年９月30日)

当中間会計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年９月30日)

給料 241,391千円 304,966千円

賞与引当金繰入額 137,407千円 129,014千円

役員賞与引当金繰入額 5,060千円 5,060千円

退職給付費用 10,242千円 5,544千円

貸倒引当金繰入額 △85千円 △291千円

製品保証引当金繰入額 8,036千円 ―千円
 

 

(中間キャッシュ・フロー計算書関係)

※１  現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおりであ

ります。

 

 
前中間会計期間

(自 2023年４月１日
至 2023年９月30日)

当中間会計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年９月30日)

現金及び預金 2,507,721千円 2,423,919千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △403,352千円 △403,352千円

別段預金 △2,168千円 △1,316千円

現金及び現金同等物 2,102,201千円 2,019,250千円
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(株主資本等関係)

　前中間会計期間(自 2023年４月１日 至 2023年９月30日)

 

１　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年６月20日
定時株主総会

普通株式 268,507 55.00 2023年３月31日 2023年６月21日 利益剰余金
 

 

２  基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　当中間会計期間(自 2024年４月１日 至 2024年９月30日)

 

１　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年６月19日
定時株主総会

普通株式 214,766 44.00 2024年３月31日 2024年６月20日 利益剰余金
 

 

２  基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前中間会計期間(自 2023年４月１日 至 2023年９月30日)

当社は、環境整備機器関連事業並びにこれらの付帯業務の単一事業であります。従いまして、開示対象となるセ

グメントはありませんので、記載を省略しております。

Ⅱ 当中間会計期間(自 2024年４月１日 至 2024年９月30日)

当社は、環境整備機器関連事業並びにこれらの付帯業務の単一事業であります。従いまして、開示対象となるセ

グメントはありませんので、記載を省略しております。
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(収益認識関係)

　顧客との契約から生じる収益を製品の品目区分に分解した情報は、以下のとおりであります。

前中間会計期間(自 2023年４月１日 至 2023年９月30日)

品目 売上高(千円)

強力吸引作業車 4,201,476

高圧洗浄車 711,140

粉粒体吸引・圧送車 ―

部品売上 569,596

その他 357,788

合計 5,840,000
 

当中間会計期間(自 2024年４月１日 至 2024年９月30日)

品目 売上高(千円)

強力吸引作業車 5,256,534

高圧洗浄車 902,104

粉粒体吸引・圧送車 ―

部品売上 558,891

その他 318,144

合計 7,035,674
 

 

(１株当たり情報)

１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前中間会計期間

(自 2023年４月１日
至 2023年９月30日)

当中間会計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年９月30日)

１株当たり中間純利益 57円17銭 85円23銭

    (算定上の基礎)   

   中間純利益(千円) 279,054 416,377

   普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

   普通株式に係る中間純利益(千円) 279,054 416,377

    普通株式の期中平均株式数(株) 4,881,455 4,885,085
 

(注) 潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の中間財務諸表に対する期中レビュー報告書
 

2024年11月８日

兼松エンジニアリング株式会社

取締役会  御中

EY新日本有限責任監査法人

大阪事務所
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 和 田 林　一　毅  

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 髙　田　　康　弘  

 

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている兼松エンジニア

リング株式会社の2024年４月１日から2025年３月31日までの第54期事業年度の中間会計期間(2024年４月１日から2024年

９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間キャッシュ・フロー計算書及び

注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

企業会計の基準に準拠して、兼松エンジニアリング株式会社の2024年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する中間会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な

点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人として

のその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 
中間財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間財務諸表を作成し適正

に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間財務諸表を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間財務諸表を作成することが適切であるか

どうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示

する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。
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中間財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間財務

諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー

手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認

められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付け

る。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間財務諸表

の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間

財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告

書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能

性がある。

・　中間財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠していな

いと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間財務諸表の表示、構成及び内

容、並びに中間財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められないかど

うかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発

見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 
以  上

 
 

(注) １ 上記の期中レビュー報告書の原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管しております。

２ ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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